チャランケ通信　第135号　2016年5月16日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　消費税の引き上げ再延期? 日経新聞のスクープか? 誤報か?
予想通りというべきか、安倍総理は来年４月からの消費税の引き上げを延期する方向を打ち出すようだ。2月14日付の日経新聞朝刊の1面トップに「首相、消費増税先送り」と大きく報道されている。政府関連のスクープ情報には定評のある読売新聞は、未だ報道していないようだが、日経のこの記事は「与党幹部に伝達」したことも報じており、どうやらスクープ記事になったと思われる。もっとも、翌日の新聞には他紙の報道はなく、ガセネタなのかもしれないのだが、安倍総理のこの間の発言からすれば、十分在り得る話だろう。
前回延期の際の約束違反、やはりアベノミクスの失敗では
　熊本地震や景気への配慮を優先し、なによりもデフレからの脱却がさらに遠のくことへの配慮だと報じている。2014年4月の消費税の引き上げによって、内需が冷え込み景気停滞の主因となったと判断しているようだが、2014年秋、翌年10月に控えた消費税率10%への引き上げを延期した際、「再び延期することはない。ここで皆さんにはっきり断言する」と語り、その後は「リーマンショックや大震災のような事態が発生しない限り、予定通り引き上げる」と繰り返し明言してきた。熊本地震や最近の世界経済の停滞があるからと言って、果たしてそれに該当するのかどうか、消費税の引き上げを再び延期せざるを得ないことは、やはり「アベノミクスの失敗」と捉えるべきではないだろうか。
　財政赤字をますます累積化へ、無責任なポピュリズムの蔓延
　誰の発言なのか明らかになっていないが、今後の対応として東京オリンピック前、2年後の2019年4月の引き上げを予測する向きもあるようだが、2020年度のプライマリーバランス回復という目標は変えない方針で行くとのことだ。成長の高まりによる税収の増加を期待してのことだろうが、はたしてこれからの経済政策としてどんな具体像が打ち出されるのか、今後の参議院選挙の公約などにも注目すべきだろう。財政について、このような無責任な政策を取り続けられる背景には、日銀のマイナス金利付き量的・質的金融緩和政策による 異常な低金利が、巨額化した国家財政赤字に対する危機感を鈍らせていることは間違いない。ツケは確実に国民生活を襲い、中・長期的に悪影響を与えるわけで、当面する選挙に勝利するためには何でもありというポピュリズムの蔓延こそが、深刻な問題を巻き起こす要因になっている。

　消費増税の延期について、最近安倍総理が良く口にする「増税しても収入が増えなければ元も子もない」という発言には、先ほども見た2014年の消費税の引き上げが内需の停滞を招いたという思いがあるのだろう。せっかくアベノミクスが上手く行きかけていたのに消費増税が水をかけたのだ、というリフレ派の経済専門家の指摘を真に受けての指摘であろう。
消費増税が経済の停滞の原因なのか?　河野龍太郎氏の批判に注目
この点について、日銀の金融政策に対して一貫して厳しい批判を展開してきたBNPパリバ証券のチーフエコノミストである河野龍太郎氏は、最新の「Weekly Economic Report」No.664で実に興味深い指摘をしている。それは、民主党政権から政権交代によって第2次安倍政権が発足し、アベノミクスの「三本の矢」による第二の矢である財政政策10兆円超の2012年度補正予算と、その財源を第一の矢である大量の国債増発で賄った政策が、事実上ヘリコプターマネーによる効果であったにもかかわらず、リフレ派をはじめとする安倍政権を取り巻く専門家たちは、第一の矢である黒田日銀の量的・質的超金融緩和政策による効果と勘違いしていたのではないか、と指摘している。それが証拠に、翌年度や2014年度の補正予算の規模は税収の増加の範囲内程度に抑えられており、日銀の異次元の金融緩和による国債80兆円の市場からの買い入れは殆ど効果を上げることに結び付かず、結果としてヘリコプターマネーにはならなかったという。
アベノミクス2012年度、10兆円強の補正予算と大量の金融緩和は、ヘリコプターマネー政策だったのでは
　つまり、安倍政権の最初に打ち出した財政金融政策によって、円安・株価の上昇とともに金融面でもマネーストックの一定の上昇がみられたのだが、それは公的財政支出の拡大を反映したもので、翌年度も大規模な補正予算を計上しなければその効果は減少してしまうものだったのだ。にもかかわらず政府側は、消費税率の引き上げがあったが故に内需が停滞してしまったという点に問題を求めているわけで、問題の所在を取り違えているということなのだ。繰り返しになるが、最初の年がうまく行ったのは、財政拡大政策を大量の国債発行で賄ったわけで、いわばヘリコプターからお札をばらまいたことに結果としてなったのだと見る。このヘリコプターマネーの増発を継続して実施すれば、おそらく景気を上昇させ物価の上昇も進んだに違いない。河野氏は、それを継続して進めることによりインフレ目標は実現する可能性があると見ていたのだが、政権側はそれを継続しなかった。
ヘリコプターマネーは「禁断の政策」なのだが・・・・。
ただし、どこまでもヘリコプターマネーを増大させられるわけにはいかないわけで、どこかで限界にぶつかる。日本の場合、人口減が大きなネックとなっており、労働力不足という天井の壁に突き当たることは確実であろう。ヘリコプターマネー政策を取ることは、日銀が国の財政ファイナンスをし続けることであり、日銀のバランスシートの中に膨大な負債を持ち続けて行く必要がある。それを解消するとすれば、大変なハレーションが生まれてくるわけで、日本経済は深刻な危機に陥ることは必至だ。ヘリコプターマネー政策は、それ故取ってはならない「禁断の政策」なのだ。
この間の景気低迷の原因は、円安による家計部門から企業部門への所得移転
　では、日本経済が何故停滞し続けているのか、という点について、河野氏は円安による輸入物価の上昇による個人消費の低下による内需の落ち込みが主要な原因なのであり、消費税の引き上げによるものではないと見ている。つまり、円安政策によって国民の家計所得から、輸出できる企業の利益へ所得移転されたにすぎない事を指摘されている。家計よりも企業部門の方が支出性向において高ければ景気も上向くのだが、明らかに企業の内部留保を高めることに繋がり、設備投資や賃上げに結び付いていないため、この間の景気が停滞せざるを得なかったというわけだ。
　アベノミクスの金融政策失敗により、財政重視のケインズ政策へ転換か、アメリカン・ケインジャンの意向に従い始めたのかも?!?!。
また河野氏は、すでに政府側は日銀の金融政策だけでは、2014年の異次元緩和第2弾によってもうまく機能しなくなったことから、経済政策の主力を財政政策へと切り替えようとしていると見ている。円高が進み、輸出企業の業績の悪化や株価の下落が顕在化すれば、日銀の更なる金融緩和が求められることはあっても、今後の安倍政権の経済政策は財政政策へと大きく舵を切り始めると予測している。日銀の異次元金融緩和政策の下で、長期金利がマイナスにまで低下している有利な条件を利用して、財政規律を無視しながら国債による公的支出を拡大させる方向である。財政規律の問題では、格付け機関の日本国債の格付けの低下という問題はあるものの、財政赤字が日本国内でファイナンス出来る条件がある限り大きな問題にならない、と安倍政権中枢は見ているのだろう。
　つまりアベノミクスは、結局のところ「あまり品の良くないケインズ政策」へと大きく回帰しつつあるのかもしれない。スティグリッツやクルーグマンらのアメリカン・ケインジャンの流れを汲むエコノミストの発言を、打算的とはいえ受け止め始めている事がその証左なのかもしれない。もっとも、アメリカン・ケインジャンこそは、リフレ派が依拠してきた金融緩和政策によるインフレターゲット政策に一定の理解を示してきたわけだが、今回はその考え方に対する変化が出てきているのかもしれない。アメリカン・ケインジャンたちが、ヒックス自身が提唱し、その後その誤りを認めたとされる有名な「IS‐LM分析」の間違いを認める事にまで進むとは思えないのだが、これからの安倍政権の経済政策の中心が、なし崩し的に財政政策を中心にしたヘリコプターマネーという政策へと転換するかどうか、十分な警戒心を持って見て行く必要があることは確かだろう。　

　伊東光晴京大名誉教授の2冊の著作に学ぶ、現代アメリカ経済学の理論問題
　ちなみに、ヒックスの「IS－LM分析」の理論的な批判については、伊東光晴京都大学名誉教授の書かれた名著『現代に生きるケインズ』(岩波新書2006年刊)に依拠している。併せて、伊東名誉教授の最新の著書である『ガルブレイス』(岩波新書2016年刊)も、アメリカ経済学会の抱えてきた問題を知るには絶好の著書であり、この場を借りてお勧めしたい2冊の著書である。
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